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円滑な価格転嫁の実現について（周知依頼） 

 

 平素は本会の活動に対しまして、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、政府として、中小企業等が労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を

適切に転嫁できるようにし、賃金引上げの環境を整備するため、令和 3年 12月 27日

の閣議了解に掲げられた「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化パッ

ケージ」や、令和 4年 10月 28日に閣議決定された「物価高克服・経済再生実現のた

めの総合経済対策」を推進している中、公正取引委員会では、下請代金支払遅延等防

止法（下請法）上の「優越的地位の濫用」に関する執行強化など、中小事業者等の適

正な価格転嫁に向けた取組を進めています。 

さらに、公正取引委員会として、価格交渉促進月間が始まった令和 5 年 3 月 1 日、

適正な価格転嫁の実現に向けた更なる取組方針を取りまとめ、新たに「令和 5年中小

事業者等取引公正化推進アクションプラン」として公表し、別紙の通り、周知依頼が

ありました。 

つきましては、ご多忙の折誠に恐縮ですが、本件について、貴会会員企業の皆様に

対し周知賜わりますよう、よろしくお願い申し上げます。 

（添付資料） 

別紙 公正取引委員会周知依頼文 
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